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特集Ⅲ：国際的な視点から見たジェンダー研究の展開（その２）

高学歴女性の出生に関する国際比較分析：

両性合計出生率によるジェンダー公平仮説の検証

福 田 節 也

１．はじめに

ジェンダーの変化が出生に与える影響は，近年における学界・政策立案の中心的なテー

マのひとつであり，先進国のみならず途上国からも高い関心が寄せられている．人口減少

過程に入った日本においては，政策的に極めて重要なテーマであるが，科学的なエビデン

スは十分とは言えない．今日多くの先進・新興諸国で女性の大学進学率（あるいはその伸
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ジェンダー役割の変容が出生に与える影響は，近年における学界・政策立案の中心的なテーマの

ひとつであり，先進国のみならず途上国からも高い関心が寄せられている．人口減少過程に入った

日本においては，政策的に極めて重要なテーマであるが，科学的なエビデンスは十分とは言えない．

今日多くの先進・新興諸国で女性の大学進学率（あるいはその伸び率）が男性を上回るようになり，

成年人口における学歴構成の変化が，ジェンダー役割に変容をもたらすと共に，パートナー選択や

出生にも新たな行動パターンをもたらす可能性が指摘されている．本論文では，ジェンダーの公平

性と出生に関する理論であるジェンダー公平理論とジェンダー均衡理論についてレビューを行い，

それぞれの理論に対応する2つの仮説からなる「ジェンダー公平仮説」を導出した．さらに，実証

においてはSchoen（1985）が提示した出生指標である両性合計出生率TFR2を用いて，高学歴女

性の出生率の期間変動に関する分析を行った．高学歴女性の出生率の期間変動は，女性の高学歴化

に起因する結婚難による影響（＝birthsqueeze）を受けているが，この点について着目した研究

は少ない．TFR2はbirthsqueezeによる影響を補正した合計出生率であることから，高学歴女性

の行動変化を基調とした出生力変動を示すことができる．本研究では，日本，ポルトガル，アメリ

カ，フランスのセンサス個票データを用いて，1980年から2010年までの4時点におけるTFR2を

計算し，その期間変動がジェンダー公平仮説と整合的であるのか分析を行った．分析の結果，2010

年時点のTFR2を比較すると，ジェンダー公平が進んでいる国ほど高学歴女性の出生率が高いと

する仮説1が支持され，ジェンダー公平理論と整合的な結果を得た．また，各国におけるTFR2

の動きは，ジェンダー公平の改善に伴い，高学歴女性のTFR2が上昇するとする仮説2を支持し，

ジェンダー均衡理論と整合的であった．西欧諸国のみならず，わが国においても，ジェンダー公平

の改善と高学歴女性の出生が正の関連を持つ可能性があるとの分析結果は，今後のわが国の政策を

考える上で重要な知見であるといえる．
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び率）が男性を上回るようになり，成年人口における学歴構成の変化が，ジェンダーに変

容をもたらすと共に，パートナー選択や出生にも新たな行動パターンをもたらす可能性が

指摘されている（VanBavel2012）．

本論文では，ジェンダーの公平性（genderequity）と出生に関する理論であるジェン

ダー公平理論（McDonald2000）とジェンダー均衡理論（Esping-AndersenandBillari

2015;Goldin2006;Goldscheideretal.2015）についてレビューを行う．さらに，実証に

おいては Schoen（1985）が提示した出生指標である両性合計出生率（Two-sexTotal

FertilityRate,TFR2）を用いて，高学歴女性の出生率の期間変動に関する分析を行う．

高学歴女性の出生率の期間変動は，女性の高学歴化に起因する結婚難による影響

（＝birthsqueeze）を受けているが，この点について着目した研究は少ない．後述するよ

うに，TFR2はbirthsqueezeによる影響を補正した合計出生率として解釈できることか

ら，高学歴女性の行動変化を基調とした出生力変動を示すことができる．本研究では，日

本，ポルトガル，アメリカ，フランスのセンサス個票データを用いて1980年から2010年ま

での4時点におけるTFR2を計算し，その水準や期間変動がジェンダー公平理論やジェ

ンダー均衡理論から導かれる仮説と整合的であるかについて検証を行う１）．

２．ジェンダー公平理論とジェンダー均衡理論

多くの先進工業国において，女性の高学歴化が進み，女性の労働市場における地位が男

性に追いつきつつある中，労働領域と家庭領域の双方において高いジェンダーの公平性を

達成することは，重要な政策目標となりつつある．このことは，個人が直面するワーク・

ファミリー・コンフリクトを軽減し，人々のWell-beingを向上させると共に，世帯にお

ける収入の安定を図り，出生力を維持・上昇させる上で重要であると考えられる．とりわ

け，人口減少過程に入ったわが国においては，女性就業を促進しつつも，希望子ども数の

達成を通じて出生率を維持・上昇させていくことが喫緊の課題であり，ジェンダーと出生

に関する理論的・実証的研究の重要性が増している．以下では，ジェンダーの公平性と出

生に関する理論であるジェンダー公平理論とジェンダー均衡理論について整理し，実証分

析のための仮説を提示する．

出生力理論にジェンダー公平の概念を取り入れた初期の研究としてMcDonald（2000）

が挙げられる．McDonald（2000）は，国別の出生力の違いを説明する要因として，教育

や就業におけるジェンダーの公平性と，家族や社会制度におけるジェンダーの公平性との

ギャップを挙げている．出生力がTFR1.5を下回る水準にまで低下している国においては，

教育や労働におけるジェンダーの公平性が比較的高いのに対し，家族領域においてはジェ

ンダーの公平性が低い場合が多い．このような社会では，女性の人的資本が高まり，女性
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1）本研究は，日本学術振興会・国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（A））「両性出生モデルを用いた学

歴ペア別出生力の分析：センサスデータによる大規模国際比較」（研究代表者：福田節也，研究課題番号

18KK0374）による成果の一部である．



は男性と同じようなキャリアを追求することができるようになった反面，家庭においては

規範や制度的な要因により，依然として男性よりも多くの役割を担わなくてはならない．

そのため，職業キャリアの達成を重視する女性は，結婚や出生を抑制することで家族生活

における負担を回避する傾向にある．一方で，出生力が比較的高い国々（典型的には北欧

諸国）においては，教育や労働におけるジェンダーの公平性が高く，女性の社会進出が進

んでいるが，女性の高い人的資本投資が家族形成の妨げとならないよう，公的保育や税・

給付による子育て世帯への所得移転，育児休業制度等の家族政策が充実している．そのた

め，女性はキャリアの追求と家族形成を両立することが可能であり，妻や母親となっても

比較的高いジェンダーの公平性が担保されている．したがって，教育・労働領域と家族領

域の双方におけるジェンダー公平のギャップが小さい国々では出生力が比較的高い傾向に

ある．

McDonald（2000）の理論は，国別の出生力の違いを説明することを目的に提示されて

いる．この理論においては，ジェンダーの公平性と出生力について，因果推論を行ってい

るのではないため，例えば，ある国で家族領域におけるジェンダーの公平性が上昇した場

合に，出生力が上昇するのかについては必ずしも自明ではない．また，出生に直接かかわ

る要因としてジェンダー平等（genderequality）ではなくジェンダー公平（gendereq-

uity）が挙げられている点にも特徴がある．McDonald（2013）の解説によれば，ジェン

ダー平等とは教育，就業，賃金，政治参加，健康等の領域における男女の成果（output）

を比較することによって測定されるものであり，比較的単純な概念である．一方で，ジェ

ンダー公平は，より繊細な概念であり，男女で異なる結果をもたらしうるため，その測定

にやや問題を含む概念である．具体的には，ジェンダー公平とは，ある社会における文化・

制度的なジェンダー状況において男女に与えられている機会とそれに対するカップル，と

りわけ女性の公平性（fairness）についての認識を意味する．McDonald（2013）は，両

者のうち出生力に直接かかわる概念として重要なのはジェンダー公平であることを強調し

ている．例えば，ジェンダー平等とジェンダー公平の違いを説明する例として，オランダ

とオーストラリアにおける女性就業が挙げられている（McDonald2013）．両国において

は，母親の多くがパートタイムで働いており，父親はほとんどがフルタイムで働いている

ため，就業時間に関してジェンダー平等とは言えない．しかし，両国では就業におけるジェ

ンダーの公平性は高く，出生率も比較的高い．なぜならば，両国では就業者が比較的自由

に就業時間や就業日数を調整することが可能であり，パート就業であってもキャリアを追

求することが可能で，かつ就業に付随する各種の福利厚生（社会保険料の事業者負担等）

についても就業時間に比例して享受することができるためである．そのため，パートかフ

ルタイムかは就業者本人が選べる上，就業時間による待遇面の差がほとんどない．さらに，

両国では子育て期の女性はパート就業を望む傾向が強いため，こうした制度は女性が就業

と家庭役割の両立を図る上で理に叶っており，かつジェンダー公平な制度であると認識さ

れている．また，両国における高い最低賃金も母親のパートによる就業継続の選好を支え

る背景要因となっている．McDonald（2000）が提唱したジェンダー公平理論においては，
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このように女性たちの選好に合致した社会制度か否かが，社会における出生力の水準と重

要な関連を持つことが指摘されている．ただし，実証においてジェンダーの公平性をどの

ように測定するのかについてはいまだ確定した方法はなく，多くの場合において，便宜的

にジェンダー平等に関する指標が用いられているのが実情である（Esping-Andersenand

Billari2015）２）．

McDonaldのジェンダー公平理論を一歩進めて，一国における出生力の変動とジェン

ダーとの関係について説明を試みたのがジェンダー均衡理論である３）（Esping-Andersen

andBillari2015;Goldin2006;Goldscheideretal.2015）．1970年代以降，多くの先進諸

国において，高等教育への進学率が男女で逆転し，女性の方が男性よりも高い教育を受け

るようになった（Esteveetal.2016;VanBavel2012）．高等教育への進学における男女

差の逆転は，労働参加率や賃金率における男女差の縮小として顕在化することとなった

（Goldin2006;MandelandSemyonov2014）．また，高等教育への進学や就業が女性の

標準的なライフコースとなるにつれて，ジェンダーや家庭生活における性別役割分業に対

する態度もより平等的なものへと変化していった（Goldin2006）．このような一連のジェ

ンダー関係の変容を「ジェンダー革命」という（文献により「女性革命（female

revolution）」や「静かなる革命（quietrevolution）」とも言われる）．

近年新たに観察されるようになった一連の家族形成における変化は，「男性稼ぎ手―女

性家庭役割」（male-breadwinner,female-homemaker）を特徴とするカップル形態から

ジェンダー平等的な共働き（gender-egalitarian,dual-earner）を特徴とするカップル形

態へと社会の均衡（equilibrium）がシフトしていく過程を反映している（Esping-

AndersenandBillari2015）．先進国における出生力の水準については，ジェンダー革命

の進展とともにU字型の変化を辿ると説明されている．ジェンダー革命の初期において

は，伝統的な性別役割分業に基づくカップル形態が常態であり，安定した婚姻関係の下，

高い出生率が観察される．その後，ジェンダー革命が進展するものの，社会がまだ対応で

きていない状態においては，女性の社会経済的地位の向上が結婚や婚姻関係の安定にネガ

ティブに作用するため，出生率は低下する．しかし，ジェンダー革命が成熟段階に入ると，

就業や家庭生活におけるジェンダー平等主義が支配的な規範となるため（注：社会におけ

る諸制度もそれに準じたものとなっている前提），共働きや平等な家事・育児分担に基づ

く役割分業の下，再び婚姻やカップル関係が安定し，出生率が上昇する．このように，ジェ

ンダー均衡理論においては，ひとつの社会において規範となるカップルの役割分業の形が

変わりうることを想定している．新たな規範の出現とそれに対応する社会制度が合わさる

ことで，その社会の規範に準じた生き方をする男女間の関係が安定し，女性の希望出生児

数に対する充足率が上昇するため出生率も上昇すると論じられている（Esping-Andersen
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2）McDonald（2013）では，ジェンダーの公平性を測る指標の例として，時間当たり賃金の男女差，希望者に

対する公的保育の充足率，夫妻の家事・育児時間，出産・育児の機会費用に対する許容度などが挙げられてい

るが，同時にこれらが出生に影響するジェンダー公平指標であるのかについてはさらなる検討が必要であると

も述べられている．

3）ジェンダー均衡理論は，複数の理論的考察からなる一群の枠組みであり，各研究の詳細は若干異なるが，こ

こではその要約を述べる．



andBillari2015）．

Goldscheideretal.（2015）においても同様の議論が展開されているが，そこではジェ

ンダー革命を，出生率の低下を伴う第1段階と出生率の上昇を伴う第2段階に分けて議論

している．第1段階の開始は，女性の高等教育への進学率や労働参加率の劇的な上昇であ

り，第2段階の開始は，男性の家庭領域における関与の上昇によって定義されている．こ

の二つの段階は，それぞれMcDonaldのジェンダー公平理論における教育・労働領域と

家族領域におけるジェンダー公平に対応している点は興味深い．ただし，McDonald

（2000，2013）は家族領域におけるジェンダーの公平性について，（税・社会保障を含む広

義の）家族政策の役割を強調しているが，Goldscheideretal.（2015）では男性の家庭役

割への関与をより直接的な要素としてみているという点で違いがある４）．Goldscheideret

al.（2015）によれば，多くの国において男性の家庭領域への関与は始まったばかりであ

るが，アメリカにおいては共働きの父親の子育て時間はカップルの合計子育て時間の40％

を超えており，20年間で5時間増加している（Bondetal.1998;Yeungetal.2001）．ま

た，ヨーロッパを対象とした研究においては，若い世代の教育水準の高い父親において家

事・育児時間の増加が顕著である（Sullivan,BillariandAltinas2014）．一方で，育児

に比べて家事に対する男性の関与の度合いは未だに低いとの知見もある（Bonke&

Esping-Andersen2008）．いずれにせよ，男性の家庭領域における関与については，進行

中かつ向上の余地があるため，より平等な男女関係をベースとした新たな均衡が見出され

るのではないかとの予測が提示されている（Goldscheideretal.2015）．

先進諸国におけるジェンダーの変容は，一国全体の出生率の変動に関係するのみならず，

従来観察されてきた出生やその他の家族行動における社会経済的差異を弱めるもしくは逆

転させるという形で表出する点に大きな特徴がある．例えば，結婚については，従来，学

歴が高い女性ほど晩婚であり，生涯未婚率も高いという傾向がみられた．しかし，今日多

くの先進諸国において，学歴が高い女性は晩婚であるが，必ずしも生涯未婚率は高くない．

むしろ一部の国では学歴が高い女性ほど婚姻率が高いという傾向に変化している（オース

トラリア・ニュージーランド：Heard2011，ヨーロッパ諸国：Goldscheideretal.2001，

アメリカ：Goldstein&Kenney,2001;Schoen&Cheng,2006;Torr,2011，東アジア：

Cheng,2014;Park&Lee,2017;Zhouetal.2017）．日本においても2005年以降，大学卒・

短大卒の女性の婚姻率が高校卒の女性の婚姻率を上回るようになったことが示されている

（Fukudaetal.2020）．このような変化は，ジェンダー革命のプロセスにおいて，稼得能

力の高い女性が結婚市場において高く評価されるようになったためであると解釈すること

ができる５）（Goldscheideretal.2015）．
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4）その他に挙げられる違いとして，Goldscheideretal.（2015）においては，ジェンダー平等とジェンダー公

平についての区別はされておらず，ジェンダー平等（genderequality）の語を用いて議論が展開されている．

一方，Esping-Andersen&Billari（2015）においては，ジェンダー公平の方がジェンダー平等よりも出生と

の関連性が高いとしているが，両者の高い相関を前提としてジェンダー平等主義（gender-egalitarianism）

の語を使用している．

5）Fukudaetal.（2020）は，グローバル化により雇用の非正規化が進んだことで，男性の経済的地位が低下

したことも一因として挙げている．



出生については，タイミングに加えて，パリティ（出生児数）の要素があるため，結婚

よりもプロセスが複雑である（Goldscheideretal.2015）．そのためまだ知見は限られて

いるが，北欧諸国（フィンランドを除く）では女性の学歴別の無子割合について，コーホー

ト間で逆転する傾向がみられる．Jalovaaraetal.（2019）によると，1940-60年代出生コー

ホートまでは学歴が高い女性において無子割合が最も高かったが，1960年代後半もしくは

1970年代初めの出生コーホートでは，学歴が低い女性において無子割合が最も高くなって

いる．他のヨーロッパ諸国においては，依然として学歴が高い女性において無子割合が高

い傾向にあることから（Sobotkaetal.2017），今のところ無子割合における学歴差の逆

転は一部の北欧諸国に限られた現象といえるが，今後理論が予測するようにジェンダー革

命の進展とともに他国にも広がっていくのかが注目されている．

ジェンダー公平理論，ジェンダー均衡理論ともに，出生やパートナーシップ形成におけ

る女性の経済的役割の変化に着目している．また，その際に最も着目されているのが女性

の学歴である．学歴は人的資本の代理変数であり，個人の稼得能力を反映している．また，

学歴はジェンダー平等主義的な価値観とも正の相関をもっている．そのため，ジェンダー

革命の進展により教育・労働領域と家庭領域のジェンダー公平ギャップに最も直接的に影

響を受けるのは高学歴女性であるといえる．同時に，家庭領域におけるジェンダー公平の

改善により最も恩恵を受けるのも，稼得能力が高く，ジェンダー平等意識の高い女性，つ

まり高学歴女性である．そのため，ジェンダー均衡理論が想定するような出生力の変動を

牽引するのは高学歴女性の出生行動であると目されている（Esping-Andersenand

Billari2015）．同様の理由により，McDonald（2013）は，高学歴女性の出生力水準の国

際比較を通じてジェンダー公平理論の検証が可能であることを指摘している（McDonald

2013,p.989）．本研究においては，上記のジェンダー公平理論並びにジェンダー均衡理論

から導かれる仮説を「ジェンダー公平仮説」として，以下のように整理する．

仮説1：ジェンダーの公平性が高い国ほど高学歴女性の出生率が高い

仮説2：ジェンダーの公平性の改善に伴い，高学歴女性の出生率は上昇する

以下では，高学歴女性の期間出生率の国際比較及び時系列変動に関する分析を行い，こ

れらの仮説について検証を行う．次節では，分析を行うための方法論上の課題について述

べる．

３．女性の高学歴化と高学歴女性の出生：構造要因と行動要因

1970年以降，多くの先進・新興諸国において，女性の高学歴化が男性よりも早いペース

で進みつつある（VanBavel2012;Esteveetal.2016）．2010年の時点の欧米諸国ではス

イスを除き，すべての国で男性よりも女性の方が高等教育卒業者の割合が高くなっている

（VanBavel2012）．女性の高学歴化が男性よりも早いペースで進む場合，結婚市場にお
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ける男女の学歴構成に変化が生じる．このような変化は，ジェンダーに変容をもたらし，

人々の出生行動に影響を与えるのみならず，人口学的には高学歴女性が配偶者と出会うチャ

ンスに影響を与えることで出生率に影響を与えている．

男女の婚姻率は潜在的な結婚相手に出会う機会の多さと配偶者に対する個人の選好に依

存している（Kalmijn1998）．古典的な結婚難の理論では，結婚難の度合いは性比によっ

て測られる．結婚可能な異性が少なくなれば結婚の機会は減少し，これが多くなれば結婚

の機会が上昇する．配偶者に対する選好は個人によって異なるが，伝統的な性別役割分業

が仮定される社会においては，一般に女性は自分と同等かそれよりも高い社会経済的地位

の男性との結婚を望む傾向がある．これを女性の同類婚・上方婚志向という．学歴に関し

ても同様に，高学歴女性が自分と同等の学歴の男性との結婚（学歴同類婚）を望むと仮定

すると，高学歴女性の急速な増加は，高学歴男性との出会いのチャンスを相対的に少なく

する方向に働くため，婚姻率を低下させる方向に働く．RaymoandIwasawa（2005）は，

日本のデータを用いて1980-1995年における大卒女性の婚姻率の低下のおよそ3割前後が

結婚難，すなわち潜在的な結婚相手（大卒男性）が相対的に減少したことによって説明さ

れることを示している．Schoen（1985）は，このような結婚難による出生抑制効果を

birthsqueezeと呼んでいる．ここでは婚姻によるパートナーシップを例としたが，欧米

においては同棲や同棲パートナーとの婚外出生が増加していることから，結婚難の概念は

結婚に限らずパートナー形成（mating）全般に適用し得るものであるといえる（Van

Bavel2012）．

女性の同類婚・上方婚志向を前提とした場合，高学歴女性におけるbirthsqueezeは，

高学歴女性の同類婚における出生力を低下させうる人口構造的要因であるといえる．した

がって，ジェンダー革命の第1段階における高学歴女性の期間出生力の低下は，必ずしも

理論が仮定するような「ジェンダー伝統的な結婚からの高学歴女性の逃避」によるものば

かりではなく，女性の高学歴化に起因するbirthsqueezeによる非意図的なケースも含ま

れていることが想定される．

一方で，高等教育への進学において女性が男性を上回り，女性の経済的地位が高くなる

と，結婚相手の学歴や稼得能力は従来ほど重要な要件ではなくなる可能性もある（Van

Baveletal.2018forreview）．女性の方が男性よりも高等教育を受けている国々におい

は，すでに女性の学歴上方婚よりも女性の学歴下方婚の方が多く観察されるようになって

いる（Esteveetal.2016;Grow&VanBavel2015）．高学歴化のさらなる進展により高

学歴女性の結婚行動が「結婚難による未婚化」から「学歴下方婚の増加」へと転ずるので

あれば，高学歴女性の出生率も上昇に転じる可能性がある．実際に，日本においても，大

卒女性の学歴下方婚が，女性の高学歴化による構造変化のみでは説明できないペースで進

みつつあることが指摘されており（Fujihara&Uchikoshi2019;Fukudaetal.2020;

Fukudaetal.2021），その出生率への影響を解明することはわが国の出生率の動向を占

う上で重要なテーマとなりつつある．

ジェンダー革命の第2段階における出生率の上昇メカニズムには，このような「結婚難
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による未婚化」から「学歴下方婚の増加」へのシフトによる婚姻率（同棲も含む）の上昇

が関与している可能性がある．また，理論においては，よりジェンダー平等的な社会への

移行を通じて高学歴女性の出生率，具体的には高学歴同類婚ペアと高学歴女性の学歴下方

婚ペアの出生率の両方もしくはいずれか，が上昇することが想定される．しかし，ここに

おいても男女の高学歴化のペースの違いによって，その出生率の変動はbirthsqueezeに

よる人口構造的な影響を受けることとなる．具体的には，女性の高学歴化が男性よりも早

いペースで進んでいる場合には，高学歴同類婚ペアにおける期間出生率はbirthsqueeze

によって下方に押し下げられる力が働く．高学歴女性の学歴下方婚ペアにおいても同様の

影響がみられるものと思われるが，birthsqueezeの影響の大きさは，高学歴女性の数と

高等教育を受けていない男性の数の比率により決まる．また逆に，ジェンダー革命の第2

段階における出生率の上昇には，女性の高学歴化のペースが落ち着き，結婚市場における

学歴構成割合の変化がないこと，すなわちbirthsqueezeによる追加的な負の影響が作用

しないことが関係している可能性もある６）．

ジェンダー均衡理論およびジェンダー公平理論においては，出生力の指標についてそれ

が期間指標であるかコーホート指標であるかについて明確な区別は行われていない７）．し

かしそれがいずれの指標であるとしても，上記で述べたような人口構造要因による影響は

想定されておらず，理論において想定している出生率の変動はすべて女性の行動変化によ

る影響のみが仮定されている．先行研究において，この点について言及している研究は皆

無であるが，birthsqueezeによる出生率の歪みを修正した上で分析を行うことで，男女

の学歴構成比が異なる国や時点間でジェンダー公平仮説の検証をより精緻に行うことが可

能となる．本研究では，Schoen（1985）が提示した両性出生モデルを用いることによっ

て，高学歴女性の期間出生率を学歴ペアごとに分解し，各ペアにおける期間出生率の変化

について，birthsqueezeの大きさを検証するとともに，birthsqueezeによる影響を補正

した両性合計出生率を計算し，ジェンダー公平仮説の検証を行う．

４．両性出生モデルによる期間合計出生率とbirthsqueeze指標の算出

高学歴女性の出生率の変動は，結婚（パートナーシップ形成）可能な男性の数の変化に

よる影響を受けている．出生は男女双方による同時決定行動であるが，通常の女性の年齢

別人口を用いた出生率においては，期間率，コーホート率ともに，男性人口の質的・量的

情報が明示的に反映されておらず，男女の人口構造の違いに起因するミスマッチ，すなわ

ち birthsqueezeによる影響を排除することができない．この問題に対処するため，

Schoen（1985）は，結婚の分析に用いる調和平均両性モデル（harmonicmeantwo-sex
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6）birthsqueezeは結婚難による出生抑制を想定しているため，すでに結婚しているカップルの出生力（特に，

高順位出生率）が高い（または上昇する）場合には，仮にbirthsqueezeが強く作用している男女の組み合わ

せであっても出生率は高くなる（上昇する）ため，birthsqueezeの変化が必ずしも期間出生率の変化にダイ

レクトに同調するわけではない点に留意する必要がある．

7）期間指標については出生タイミングの変化，いわゆるテンポ効果（tempoeffect）による影響を受けるため，

その解釈には注意が必要である（McDonald2013）．



model）を出生に拡張することを提案している．この方法により，birthsqueezeの大き

さを測る指標であるbirthsqueeze指標ならびにbirthsqueezeの影響を排除した合計出

生率である両性合計出生率（TFR2）の算出が可能となる．以下にSchoen（1985）を引

用しつつ，その方法について述べる．

学歴iの・歳男性と学歴jの・歳女性から生じた出生についての出生率は，男性人口を

ベースとする率では式（1），女性人口をベースとする率では式（2）として表される．

F
m
・・i,・j・・

B・・i,・j・

P
m
・・i・

（1）

F
f
・・i,・j・・

B・・i,・j・

P
f
・・j・

（2）

P
m
・・i・は学歴 i，・歳の男性人口，P

f
・・j・は学歴 j，・歳の女性人口を表しており，

B・・i,・j・は学歴i，・歳の男性と学歴j，・歳の女性から生じた年間出生数を表している．

この時，連続時間を仮定したモデルにおいて，B・・i,・j・を男女の誕生日年齢（exact

age）ベースに置き換えて・・・i,・j・と表す．年間を通じて・・・i,・j・の出生ペースが一定

であるとすると，連続時間における・・・,・・の瞬間的な変化は以下の式によって表される．

d・・・i,・j・・
・・・・i,・j・

・l
m
・i

・l
m
・i・

・・・・i,・j・

・l
f
・j

・l
f
・j （3）

l
m
・iは学歴i，誕生日年齢・歳の男性の数を，l

f
・jは学歴j，誕生日年齢・歳の女性の数を意

味する．この式では，学歴i，年齢・の男性と学歴j，年齢・の女性との間に生じる瞬間

出生率が年間を通して男女で一定であるとすると，・・・i,・j・の瞬間的な変化量はl
m
・iおよ

びl
f
・jの変化量のみに依存することがわかる．

ここで，学歴i，年齢・の男性と学歴j，年齢・の女性のカップル数の瞬間的な変化量

を・・・・i,・j・とすると，・・・・i,・j・は以下の式で表すことができる．

・・・・i,・j・・・l
m
・i・・l

f
・j （4）

式（4）を式（3）に代入すると，式（3）は以下のように変換することができる．

d・・・i,・j・

d・・・i,・j・
・

・・・・i,・j・

・l
m
・i

・
・・・・i,・j・

・l
f
・j

（5）

式（5）においては，左辺は学歴i，年齢・の男性と学歴j，年齢・の女性からなるカップ

ル数の変化量あたりの出生数の変化量を意味しており，この値はすなわちこのカップルに

おけるfertilitymagnitudeとして解釈できる．一方，式（5）の右辺は，学歴i，年齢・の

男性と学歴j，年齢・の女性との間に生じた出生の「男性人口をベースとした瞬間出生力

（forceoffertility）」と同じ出生に対する「女性人口をベースとした瞬間出生力」の和を
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表している．この式で重要なことは，右辺で表される男女の瞬間出生力は，それぞれ異性

の学歴・年齢構造による影響を受けるのに対し，その和である左辺のfertilitymagni-

tudeはこのような人口構造による影響を受けないということである．

ここで，瞬間出生力が離散的なoccurrence-exposure率で近似できるという人口学にお

ける伝統的な仮定を置くと，式（5）は以下に変換することができる．

J・・i,・j・・F
m
・・i,・j・・F

f
・・i,・j・ （6）

J・・i,・j・は離散的な年齢モデルにおけるfertilitymagnitudeを表している．右辺は式（1）

と（2）より，それぞれ実際のデータより作成可能である．男性率（式（1））と女性率（式（2））

を使った合計出生率TFRの計算はそれぞれ以下により表すことができる．

TFR
m
ij・・・・・F

m
・・i,・j・ （7）

TFR
f
ij・・・・・F

f
・・i,・j・ （8）

式（5）に明らかなように，fertilitymagnitudeは男性率と女性率の和である．TFR
m
ijと

TFR
f
ijの和は，以下の式によりfertilitymagnitudeの和として表すことができる．

TFR
m
ij・TFR

f
ij・・・・・・F

m
・・i,・j・・F

f
・・i,・j・・・・・・・J・・i,・j・ （9）

最後に，以下の式によって，学歴iの男性と学歴jの女性のペアにおける両性合計出生

率TFR2ijを定義することができる．

TFR2ij・
1

2・TFRm
ij・TFR

f
ij・・

1

2
・・・・J・・i,・j・ （10）

以上をまとめると，男女の学歴・年齢組み合わせ別出生率F
m
・・i,・j・とF

f
・・i,・j・は，

それぞれ異性の学歴・年齢構造の違いによる影響を受けるが，その和である fertility

magnitudeは異性の人口構造による影響を受けない（式（5））．ある学歴ペアの両性合計

出生率TFR2ijは，そのペアから生じた出生に対する女性人口をベースとした合計出生率

TFR
f
ijと男性人口をベースとした合計出生率TFR

m
ijの平均として表すことができる（式

（10））．TFR2ijはfertilitymagnitudeの和として計算することができ（式（9）），「年齢，

学歴別人口構成に性比の不均衡がなかった場合に達成される合計出生率」を表している．

TFR2ijの水準や変化は，人口構成による影響（birthsqueeze）を取り除いた「行動ベー

スの」合計出生率として解釈することができる．また，大学卒女性について，学歴同類婚

と学歴下方婚の組み合わせにおけるTFR2ijを足し上げることで，大卒女性全体の両性合

計出生率TFR2jを得た．

次に，同様に Schoen（1985）から引用しつつ，両性出生モデルから導かれる birth
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squeeze指標について述べる．上記で定義したTFR2ij，TFR
m
ij，TFR

f
ijは，人口ピラミッ

ドが長方形である場合，すなわちある男女の学歴組み合わせにおいて，全年齢において男

女別人口が同じである場合に一致するという特徴を持つ．このような長方形人口（rec-

tangularpopulation）においては，男女の年齢組み合わせにおいて不均衡が発生しない

ため，birthsqueezeが発生しない．そのため，TFR
m
ijとTFR

f
ijが一致する．ここで仮に

男性のw歳において人口を人為的に追加すると，w歳の男性と各歳女性とのマッチング

に不均衡が発生し，その不均衡はF
m
・w,・・とF

f
・w,・・に反映されることとなる．具体

的には，w歳の男性は分母人口が増加するため，F
m
・w,・・が低下する．一方で，・歳女

性の分母人口は不変であるが，従来よりもw歳の男性とマッチングすることが容易とな

るため，このペアからの出生数が増加してF
f
・w,・・は上昇する８）．その結果，TFR

m
ijは

低下するがTFR
f
ijは上昇する．この時，w歳男性人口の追加前後で，fertilitymagnitude

（＝男性率と女性率の和）には変化がなかったとすると，両者の平均であるTFR2ijも不

変である．つまり，TFR
m
ijの低下分とTFR

f
ijの上昇分の値は等しくなる（Schoen1985,

Table1）．そのため，以下の式（11）によって，TFR2ijに対するTFR
m
ijとTFR

f
ijの差の割

合をbirthsqueezeの程度を表す指標とみなすことができる．

Uij・
TFR

m
ij・TFR

f
ij

TFR2ij

（11）

式（11）から明らかなように，TFR
m
ijとTFR

f
ijが同じであればUijは0である．TFR

m
ijが

TFR
f
ijよりも大きい場合にUij>0となり，当該学歴組み合わせにおいて，女性が男性より

も相対的に多いことを意味しており，女性の出生率にbirthsqueezeが発生している．逆

に，TFR
f
ijがTFR

m
ijよりも大きい場合はUij<0となり，当該学歴組み合わせでは男性が

女性よりも相対的に多いため，男性の出生率にbirthsqueezeが発生していることを意味

する．そしてUijがプラスやマイナス方向に大きいほど当該学歴組み合わせにおける性比

の不均衡が大きく，男性率や女性率が，学歴・人口構成による影響を取り除いた「行動ベー

スの」出生力であるfertilitymagnitudeから大きく乖離していることを意味する．

以上が，Schoen（1985）の両性出生モデルにおける両性合計出生率TFR2ijとbirth

squeeze指標Uijの計算方法及び考え方である．本研究においては，高学歴女性の合計出

生率に着目するため，学歴については男女ともに大学卒業（universitycompleted）か否

かの2区分とした．その上で，大学卒女性と大学卒男性（学歴同類婚），大学卒女性と大

学非卒業男性（学歴下方婚）の組み合わせについてTFR2ijならびにUijを得た．大卒女

性全体のBirthsqueeze指標Ujについては，以下の式により計算した．

Uj・
・i・TFRm

ij・TFR
f
ij・

・iTFR2ij

（12）
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8）w歳男性の追加による出生数の増加によって，男性率F
m
・w,・・の分子である出生数も増加するが，w歳男

性追加後の男性率が元の男性率であるF
m
・w,・・を超えることはないため，相対的に分母人口が過大である性

の出生率はこれが過少である性の出生率よりも常に低くなる．



５．データ

両性合計出生率の算出には，分母として性，年齢，学歴別人口，分子として父親と母親

の年齢・学歴組み合わせ別出生数が必要となる．本研究では，日本，ポルトガル，アメリ

カ，フランスの4カ国のセンサス個票データに同居児法（own-childmethod）（Choetal.

1986）を適用し，これらの情報を得た９）．具体的には，これらのセンサス個票データから，

まず分母データである性，年齢，学歴別人口を得た．さらに，0歳児がいる世帯を限定し，

世帯内における続き柄情報を用いて新生児の父母を特定し，その父母の年齢及び学歴の情

報をもとに，父母の年齢・学歴組み合わせ別出生数を算出した．これらの分母・分子情報

をもとに，男女の双方の分母人口をベースとして学歴（大卒／非大卒の2区分）・年齢

（5歳階級）組み合わせ別期間出生率を計算した．女性は15－49歳，男性は15－59歳まで

を再生産年齢とし，これより若いもしくは年長における出生はそれぞれ再生産年齢の上限・
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注：「－」は欠損値なしを意味する．各国データの年次については，日本とアメリカについて
は表中の通り．フランスは1982年，1990年，1999年，2011年，ポルトガルは1981年，1991
年，2001年，2011年．以後の図表においても同様．

分子（出生）における欠損割合

(%) 1980 1990 2000 2010

母親の情報 日本 0.3 1.3 2.1 9.7

ポルトガル 0.3 0.3 0.9 0.5

アメリカ 2.3 1.5 2.4 3.1

フランス 0.3 0.2 0.8 0.9

父親の情報 日本 1.3 2.4 3.9 12.2

ポルトガル 4.2 5.5 7.0 12.9

アメリカ 15.6 18.0 19.6 25.5

フランス 4.6 7.3 8.7 10.2

分母（人口）における欠損割合

(%) 1980 1990 2000 2010

男 日本 0.3 1.5 3.8 12.9

ポルトガル - - - -

アメリカ - - - -

フランス 3.1 2.8 - -

女 日本 0.2 1.3 2.8 11.3

ポルトガル - - - -

アメリカ - - - -

フランス 3.8 3.2 - -

表１ 各国データにおける欠損値の割合（%）：性，年齢，学歴のいずれかについて

9）日本の国勢調査の個票データについては，総務省に統計法第33条に基づく二次利用申請を行い入手した．ア

メリカ，ポルトガル，フランスのセンサス個票データについては，ミネソタ大学が運営する IPUMS

International（https://international.ipums.org/international/index.shtml）への利用申請を行い入手し

た．



下限年齢における出生として処理した．なお，国によっては，年齢や学歴に欠損値が発生

しているケースがある．また，シングルペアレントや孤児などのケースでは，新生児と同

居していない父母の年齢や学歴の情報を得ることができない．このようなケースについて

は，国，年次，性別，パートナーの有無，出生の有無，本人もしくはパートナーの年齢

（5歳階級），学歴（初等未満，初等，中等，高等）について同時分布を求め，この分布に

従って按分することにより欠損値の補完を行った．各国データにおける分子・分母情報の

欠損割合については，表1を参照されたい．

分析にあたり，これらの4カ国を選んだ理由は，①1980年から2010年までの30年間につ

いて10年ごとの4時点でデータが得られること，②日本と同等の先進諸国でありながらも，

高等教育における男女比やジェンダー状況が異なるため，ジェンダー公平と高学歴女性の

出生率との関係を検証するのに都合が良いことが挙げられる．次節では，分析対象の4カ

国について，高等教育における性比とジェンダー公平の状況を整理して，仮説の操作化に

ついて述べる．

６．対象国の特徴と仮説の操作化

はじめに，分析対象4カ国の高等教育における性比について確認する．各国における大

学卒業者（25～34歳）の性比（＝男性の大卒者数／女性の大卒者数）をデータより計算し

て，その年次推移を表2に示した．各国とも大卒者の性比が低下していることから，女性

の大卒者が男性よりも早いペースで増えていることが分かる．フランスとポルトガルでは

1990年，アメリカでは2000年より，性比が1を下回り，男性よりも女性の大卒者が高くなっ

ている．一方，日本では欧米と比べて大卒者の性比が高いことが大きな特徴である．大卒

者の性比は低下傾向にあり，女性大卒者の比率が男性にキャッチアップしつつあるが，直

近の2010年においても性比が1を上回っている．前述のように，ここで確認した女性の高

学歴化は，birthsqueezeにより高学歴女性の出生率を低下させる効果をもたらす．

次に，各国におけるジェンダー公平の水準について確認する．ジェンダー公平は主観的

な概念であり，その測定方法については未だ学術的なコンセンサスが得られていない．そ

こで本研究では，ジェンダー革命の第2段階においては，家庭領域におけるジェンダー公
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注：各国データの年次については，表1の注を参照．

表２ 各国における大学卒業者（25～34歳）の性比

（＝男性の大卒者数／女性の大卒者数）

1980 1990 2000 2010

日本 3.77 2.89 2.12 1.42

ポルトガル 1.22 0.75 0.58 0.58

アメリカ 1.26 1.01 0.89 0.78

フランス 1.11 0.90 0.84 0.77



平が重要であるとの理論に基づき（Goldscheideretal.2015），世帯における無償労働時

間の男女比をジェンダーの公平性を表す尺度として用いる10）．図1は，各国における15歳

から64歳の男女の無償労働時間の男女比（＝男性の平均時間／女性の平均時間）の推移を

表している．各国とも女性の無償労働時間に対する男性の無償労働時間の比率が上昇して

おり，直近の年次では日本（2011年）0.15，ポルトガル（1999年）0.29，アメリカ（2010

年）0.58，フランス（2009/10年）0.60となっている．本研究では，この比率が大きい国

ほど，男性の家庭における関与が大きい，すなわち家庭領域におけるジェンダーの公平性

が高いと仮定する．そのため，仮説1が支持されるならば，高学歴女性の直近年次の

TFR2jは，フランス，アメリカ，ポルトガル，日本の順に高いと予測される．

また，各国における無償労働時間の男女比の年次推移についてみると，フランスでは

1985年から2009年までに，この比率が22％ポイント上昇しており，同時期にアメリカでは

11％ポイント上昇している．日本では1995年から2011年までに約5％ポイントの上昇がみ

られる．ポルトガルについては，1999年以降の生活時間データを入手することができず，

男女の無償労働時間比率の年次変化を知ることができない．そのため，正確な比較は難し

いが，無償労働時間の男女比が大きく上昇した国ほど，ジェンダーの公平性が大きく改善

したと解釈することができる．仮説2が支持される場合，高学歴女性のTFR2jの上昇幅

は，フランス，アメリカ，日本の順に大きいものと予測される．
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図１ 世帯における無償労働時間の男女比の推移：

（男性の平均時間／女性の平均時間）

資料：日本：総務省統計局（各年）生活時間「第1表 曜日，男女，年齢，行動の種類別総平均時間」
より筆者作成，ポルトガル：OECD（2021）より引用，アメリカ・フランス：IPUMSTime
Use（https://timeuse.ipums.org/）より個票データを入手して筆者作成．

10）無償労働時間には，家事，育児，介護，ボランティア活動に費やされた時間の合計値が用いられている．



分析では，上記4カ国を対象として，両性合計出生率TFR2ijを計算し，上記で確認し

た高等教育における性比の水準の違いを統制した上で，大卒女性の出生力の水準と年次推

移を描き出し，これらがジェンダー公平仮説と整合的であるのかについて検証を行う．

７．分析結果

はじめに，各国の大卒女性の学歴同類婚（大学卒女性×大学卒男性）ならびに学歴下方

婚（大学卒女性×大学非卒業男性）の組み合わせにおけるbirthsqueeze指標Uijの推移

について示す（図2）．

Uijの値については，この値が0よりも大きい場合は，当該学歴組み合わせにおいて男

性よりも女性が多いこと（女性余剰）を意味しており，Uijが0未満である場合は，男性

よりも女性が少ないこと（女性不足）を意味している．したがってUijが上昇している場

合は，対象となる学歴組み合わせの男女について女性の比率が上昇しており，近年になる

ほどTFRjにbirthsqueezeがより強く作用することとなる．

Uijの推移をみると，各国とも総じて右上がりの傾向を示しており，分析期間中，大卒

女性の合計出生率にはbirthsqueezeが強まる方向に男女の学歴構成が変化していること

が分かる．これは表2で確認した通り，各国における女性の（男性よりも早いペースの）

高学歴化を反映している．ただし，日本ではまだ女性よりも男性の方が大学卒の人口が多

いため，Uijの値は0よりも低い水準で推移している．一方，学歴同類婚についてみると，

フランス，ポルトガル，アメリカの3カ国では，分析期間中に性比が逆転し，大学卒女性
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注：各国データの年次については，表1の注を参照．

図２ 学歴組み合わせ別birthsqueeze指標Uijの推移：

日本，ポルトガル，アメリカ，フランス 1980－2010年



の方が大学卒男性より多くなったことが分かる．また，学歴下方婚の組み合わせにおいて

も，1980年時点ではかなりUijの値が低かったものの，ポルトガルでは2010年に，フラン

スでは2000年以降にこれが正の値に転じ，大学卒女性の数が大学非卒業男性を上回るよう

になっている．このことは，ポルトガルおよびフランスでは，同類婚・学歴下方婚のいず

れの組み合わせにおいても大学卒女性がパートナーとなる男性に対して過剰となっている

ことを意味しており，大学卒女性の出生率には大きなbirthsqueezeが発生していること

を表している．

次に，大卒女性の学歴組み合わせ別合計出生率TFRijを足し上げた大卒女性全体の合

計出生率TFRjとこの値からbirthsqueezeの影響を取り除いた両性合計出生率TFR2jの

推移についてみてみる．ここで両性合計出生率TFR2jの値は，学歴・人口構成による影

響を取り除いた場合に実現する「行動ベースの」出生力であり，通常の合計出生率よりも

ジェンダーの公平性と強い関連をもつ出生指標と解釈することができる．図3によると，

2010年における大卒女性のTFR2jの水準は，フランス，アメリカ，ポルトガル，日本の

順に高い値を示している．これは図1で確認した各国における無償労働時間の男女比の水

準と整合的であり，家庭役割における男性の関与が高い国ほど高学歴女性の出生力が高い

関係が認められる．したがって，本研究における仮説1を支持する結果であるといえる．

一方，TFR2jの時系列変化をみると，日本，ポルトガル，アメリカではU字型，フラ

ンスでは一意に上昇する傾向がみられた．TFR2jが上昇に転じるタイミングには差があ

り，フランスは1980年あるいはそれ以前，ポルトガルとアメリカは1990年，日本は2000年

であった．また反転後の上昇幅についても，日本＜ポルトガル＜アメリカ＜フランスの順
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注：各国データの年次については，表1の注を参照．

図３ 大卒女性の合計出生率TFRjと両性合計出生率TFR2jの推移：

日本，ポルトガル，アメリカ，フランス 1980－2010年



で大きくなっている．各国におけるTFR2jの推移は，必ずしも図1で確認した無償労働

時間の男女比の推移と一致するものではない．また，データの制約によりポルトガルにつ

いては検証することができないが，概ね，家庭領域における男性の参加が大きく上昇した

国ほど高学歴女性のTFR2jの上昇も大きい傾向が認められた．このことは，留保付きで

はあるが，ジェンダー状況の改善と共に高学歴女性の出生率が上昇するというジェンダー

公平仮説の仮説2と整合的であるといえる．

また，TFR2jとTFRjの推移を比較すると，各国とも両指標の水準や推移はかなり異

なる．水準については，大卒女性がペアとなる男性と比べて過剰となった時にTFR2jが

TFRjよりも大きい値を示している．TFRjに比べてTFR2jでは近年における出生率の上

昇が強調される傾向があるが，これは各国において進展している女性の高学歴化により

TFRjに作用するbirthsqueezeが増大しているためである．特に，ポルトガルとフラン

スでは，TFRjとTFR2jでは傾向の解釈が全く異なることから，高学歴化によるbirth

squeezeを除去することが，ジェンダー公平仮説の検証においては重要であるといえる．

さらに，大学卒女性の学歴組み合わせ別合計出生率に分解して，TFR2jの反転の構造

をより詳細に検討してみよう．図4によると，日本，ポルトガル，フランスにおいては，

学歴同類婚と学歴下方婚の双方においてTFR2ijが上昇している．こうした動きは，高学

歴カップルほどジェンダー革命による恩恵を受けやすく希望出生率が達成されやすい，ま

たジェンダー革命により高学歴女性は従来よりも男性の経済力に頼らないカップル形成を

行うとするジェンダー均衡理論と一致する傾向といえる．特に，日本では近年，学歴下方

婚による大卒女性の婚姻率の上昇が報告されているが（Fukudaetal.2020），大卒の学
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注：各国データの年次については，表1の注を参照．

図４ 大卒女性の学歴組み合わせ別両性合計出生率TFR2の推移：

日本，ポルトガル，アメリカ，フランス 1980－2010年



歴下方婚女性の増加はこの組み合わせにおける出生数の増加及び出生率の上昇をもたらし

ていることが明らかとなった．図2でUijの推移をみると，日本の学歴下方婚のUijがマ

イナスであるが0に向かって上昇している．このことは大卒女性の学歴下方婚には，マイ

ナスのbirthsqueeze，つまり男性過剰による女性の出生促進効果があるものの，その効

果は年々弱まっていることを意味している．したがって，このようなBirthsqueezeのト

レンドを除去した場合，大卒女性の学歴下方婚の両性合計出生率TFR2ijは近年になるほ

ど大きく上昇している．

一方で，アメリカにおいては学歴同類婚の女性のみが大卒女性のTFR2jの上昇を牽引

している．アメリカにおいては，高学歴層の同類婚の安定性は高いものの，規範や経済的

な理由等により，大卒女性の学歴下方婚における出生は未だに限定的である可能性がある．

８．まとめ

本論文では，ジェンダーの公平性と出生に関する理論について考察し，Schoen（1985）

が提示した出生指標である両性合計出生率を用いて，日本，ポルトガル，アメリカ，フラ

ンスにおける高学歴女性の出生力の変動がジェンダー公平理論ならびにジェンダー均衡理

論と整合的であるのかについて仮説検証を行った．

高学歴女性の期間出生率の変化には，女性の高学歴化による人口構造上の変化と行動面

での変化の両方が関係している．両性合計出生率の変化は，このような人口構造上の変化

を取り除いた行動面の変化による出生力の動きを表しており，ジェンダーと出生力との関

係を検証する上で新たな視点を提示するものであるといえる．行動変化を基調とした両性

合計出生率の動きは，1）ジェンダーの公平性が高い国ほど高学歴女性の出生率が高い，

2）ジェンダーの公平性の改善に伴い，高学歴女性の出生率は上昇するとする2つの仮説

と概ね整合的な結果を得た．西欧諸国のみならず，わが国においても，ジェンダー公平の

改善と高学歴女性の出生が正の関連を持つ可能性があるとの分析結果は，今後のわが国の

政策を考える上で重要な知見であるといえる．また，ジェンダー公平仮説の検証において，

女性の高学歴化によるbirthsqueezeの影響に着目した研究は，おそらく本研究が最初で

あり，両性合計出生率の利用は人口学における方法論上の重要な貢献であるといえる．

一方で，両性合計出生率は期間指標であり，コーホートベースでの計算はデータの制約

上ほぼ不可能であるという制約がある．そのため，両性合計出生率は期間TFRと同じよ

うに出生ペースの変化いわゆるテンポ効果による影響を受ける．そのため，TFR2の上昇

がテンポ効果によるものか，それとも実質的な出生力水準の上昇によるものかについては，

十分に注意して判断する必要がある．とりわけ，2020年以降，コロナ禍による行動制限に

より各国とも出生行動は攪乱を受けており，合計出生率をはじめとする期間出生指標にも

一時的な落ち込みやその後の反発等が報告されている（Sobotkaetal.2023）．コロナ禍

の影響が落ち着くまでは，今回のような期間出生指標を用いたジェンダー公平仮説の検証

は難しいものと思われる．
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最後に，今回の分析においては， 4か国の比較に留まったが，今回利用したIPUMS

Internationalでは60数か国のセンサス個票データの利用が可能である．今後は，分析対

象国を増やし，両性合計出生率を従属変数としたパネル分析なども検討したい．これらの

分析を通じて，ジェンダー公平に関する指標と両性合計出生率の変化との関連についてよ

り精緻な分析ができるものと思われる．

（2023年8月24日査読終了）
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AComparativeStudyofFertilityofHighlyEducatedWomen:AnExamina-
tionofTheGenderEquityHypothesesUsingTheTwo-sexTFR

FUKUDASetsuya

Therelationshipbetweengenderequitylevelsandfertilityrateshasemergedasacentralfocus

inrecentacademicandpolicydiscussions,drawingsignificantattentionnotonlyfromadvanced

nationsbutalsofromdevelopingcountries.InJapan,wherethepopulationisundergoingacontinu-

ousdecline,thisisacriticallyimportantpolicyissue,yetscientificevidenceremainsscarce.In

manyadvancedandemergingcountries,theenrollmentrateofwomeninhighereducation(orits

growthrate)surpassesthatofmeninthepastdecades.Theevolvingeducationalcompositionofthe

childbearingpopulationisconsideredoneoftheimportantforcesoftheshiftsinsocietalnorms,at-

titudesandgenderrolesamongyoungergenerations,potentiallyleadingtonewpatternsofpartner-

shipandfertilitybehaviors.

Thispaperreviewstwotheoreticalframeworks,namely,GenderEquityTheoryandGender

EquilibriumTheory,whichillustratehowgendercontextrelatestofertilityacrosstimeandspace.

Basedonthesetwotheoreticalframeworks,thispaperproposedthe"GenderEquityHypotheses"

consistingoftwocorrespondinghypothesesforeachtheory.Furthermore,inempiricalanalysis,we

examinedtheperiodfluctuationsinthebirthratesofhighlyeducatedwomenusingthetwo-sexto-

talfertilityrate(TFR2)asproposedbySchoen(1985).Notablyoverlookedinpreviousresearch,

thesefluctuationsinbirthratesamonghighlyeducatedwomenareinfluencedbyaphenomenon

knownasthe"birthsqueeze,"arisingfromthedifficultyofformingaunionduetotherelativede-

cline/increaseintheavailabilityofpotentialpartners.ByutilizingTFR2,ourstudyeffectivelymiti-

gatestheimpactofthebirthsqueezeonthetotalfertilityrate,allowingustouncoverfertility

fluctuationsattributabletoshiftsinotherbehavioralfactorsrelatedtohighlyeducatedwomen.

ThisstudycalculatesTFR2forfourdistincttimepointsfrom1980to2010usingcensus

microdatafromJapan,Portugal,theUnitedStates,andFrance.Weanalyzewhethertheperiodfluc-

tuationsinTFR2areconsistentwiththeGenderEquityHypotheses.Theresultsunveiledthrough

ouranalysisaretwofold:First,whencomparingTFR2in2010,wefindsubstantialsupportforHy-

pothesis1,suggestingthatcountriescharacterizedbygreatergenderequityexhibithigherfertility

ratesamonghighlyeducatedwomen.Furthermore,thedynamicsofTFR2withineachcountrylend

credencetoHypothesis2,affirmingthatasgenderequityadvances,TFR2amonghighlyeducated

womenrises,inaccordancewiththetenetsofGenderEquilibriumTheory.

Thesefindings,whichunderscoreapositiveassociationbetweenenhancementsingendereq-

uityandfertilityamonghighlyeducatedwomen,resonatenotonlyinWesterncountriesbutalso

notablyintheJapanesecontext.Theseimplicationsholdsubstantialsignificanceforinformingpol-

icydeliberationsinJapan.

Keywords:gender,fertility,education,two-sexTFR,two-sexmodel,censusdata


